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１． はじめに
人は，生きている限り生命を維持し育むために生活を行う。そのために
必要不可欠なものは衣食住である。衣：服装，ファッション 食：食事，
食文化 住：住居，居住 である。生活は，家の内外の関係としては，職
業生活，社会生活・コミュニティ，家庭生活の３つの分野がある。かつて，
上記のうち食は，風土に根差したものであり，それに適した伝統的な農業
が一体的に存在した。
しかし，日本経済の復興に伴い，地方から都市へと大きな人口移動が始
まり，食と農の距離が社会的，時間的，物理的に急激に進んだ。今日，日
本は金融や流通のグローバリゼーション，TPP（Trans-Pacific Partnership, 環
太平洋パートナーシップ協定，環太平洋戦略的経済連携協定）などに伴い，大き
な変革期を迎えている。こうした中で，環境，芸術・文化，ビジネス，教
育，地域・コミュニティなどの広範囲にわたる，しかも創造と変革を必要
とする課題をもつ産業の１つは農業である。農産物の輸入自由化による大
手穀物稿メジャーとの競争など，日本の農家を取り巻く課題は山積してい
る１）。筆者はこれまでに３年余，農商工連携に関わる人材育成や地域ブラ
ンド育成などを手がけ，現場での発想と理論構築の試み，ならびに実践と
課題解決にささやかながら注力してきた。
本稿では，日本の現状と課題をふまえ，農業を新たな産業として確立す
べく，農業分野でのベンチャー創造，アグリ・ベンチャーをプロデュース
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することの意味，農業の自立，および，農業ビジネスの価値創造を高める
ことの重要性について論じることとしたい。
２． 農業とプロデュース
２－１ 農業の必要性
まず，今，なぜ農業なのか，その意味から考えてみたい２）。
第１に，土に触れることへの渇望である。今日の商工業，特に IT 産業
などでは，土に触れること，自然に触れることが人間に非常に必要なこと
である。都市に住む人たちの心の渇望に応えられる農業サービスの体験も
少ないことが現実である。
第２に，すべての産業は農業など１次産業からはじまることである。情
報産業は寄生産業といえる性格をもつ。「寄生」とは，主たる産業があり，
それなしには自立できない産業のことであり，すべての産業は農業や漁業，
鉱業などの１次産業の土台からはじまる。
第３に，今日の日本における最大の問題は食料とエネルギーといわれて
いる。特に，国際的な競争と農業生産人口の高齢化を考えれば，農業の法
人化と６次産業化の規模拡大は避けられない。しかし，事態が進展してな
い理由は，現場のマネジャー，リーダー，そしてプロデューサーとなる人
材の不足にある。農業を支える人材の育成こそ，早急に対応が求められる。
地域の自給自足を前提とした少量多品目生産の農業から都市の市場を意
識した規格と統一のもとに品目の絞り込みと効率的な生産を目指した大規
模農業へ転換がはかられた。１９６１年に農業基本法が成立し，地域の農業
は特定品目の産地という形で再編され，農産物の「商品化」が進み，利益
を獲得する産業として農業の近代化がはかられた。
産業としての農業は，農学の発展や農業技術，加工技術の開発，さらに
生鮮品の保存・流通技術などの開発に負うところが大きかった。同時に，
生産側の農業では農協組織が確立し，農業の一元管理化が促進され，流通
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では市場法の整備による市場流通が大量の農産物の供給，調達を分担して
きた。
しかし，食と農業の社会的，時間的，物理的な距離が拡大した結果，地
域的な農業や食生活が軽視され，両者の関係性はあいまいになり，食の農
業の自然との結びつき，都市と農村の結びつきが希薄化し，安全・安心へ
の不安が高まった３）。こうした中で農業と商工業の連携が求められてきた
ことは必然といえよう。１９９９年，食料・農業・農村基本法が制定され，
産業としての農業の確立，そして自然・環境保全，水資源の滋養，良質の
景観維持が盛り込まれ，農業の多面的な価値，農村の振興，食料自給率の
向上が目指されている。
２－２ 農業経営の特徴
農産物，水産物，林産物は自然の営みから得られる恩恵である。生物が
既に具えている能力を発現させるのが人間の自然に対する働きかけの姿で
ある。
近年，農業に関しても「バイオテクノロジー」が盛んに言われるように
なった。しかし育種におけるバイオ即ち遺伝子操作を使った品種改良にし
ても，一般の食物としての農作物の基本的な特性を維持しつつ，生産効率
やその安定性（病虫害抵抗性，気象変動下での生産安定性等）を改善すること
は容易なことではない。
人間は自然の営みの中で生かされているというのが真実である。しかし
文明が進み，技術が進歩することにより，自然を利用して多くの利益を得
ることを考えた。農業においても経済社会の中で成立しなければならない
ことから工業の論理である「効率性」の論理を受け入れた結果，それは
「自然との共生」から「自然への寄生」へと性格を変えた。しかし，農の
論理である自然との共生が再度見直されることが望まれる。
農業経営は他産業の経営と相違点をもつ４）。農業と工業の違いとは何か。
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第１に，農業の生産対象が生命体（動物，植物）であることに尽きる。
その限り，その生産，栽培・肥育には自然条件としての気候，地勢，環境
などが大きな制約条件となる。生産，生産拠点，生産対象，生産管理，保
管・流通，労務，品質，投資回収サイクルなどの点も農業と工業を比較す
れば，その違いは明白となる。そもそも不可欠な経営資源としての生産拠
点が移動できず，土地に適した栽培品目しか作付けできない。また，生命
体であるため，「ばらつき」が生まれ，生産量の２０％程度は規格外として
廃棄の対象になることも珍しくない。工業では通常に行われる計画生産や
品質管理が農業では難しい。
農業は自然と人による産業であり，自然に大きく依存する。農業は自然
を相手として成立している。日照，温度，降雨等はビニールハウスや潅水
などにより補正はできるものの，自然条件（温度，日照時間）に依存するこ
とに変わりはない。自然はある程度の予測と多少の制御は可能であるが，
人が全てを管理することは不可能である。また，１年を周期とする気候の
変動サイクルに沿った生産になることも農業経営の特徴といえる。この点
では，商工業のような基本的に気候に左右されない産業とは大きく異なる。
第２に，農業は土地を必要とする産業である。同じ収益をあげるために
は，相応の土地面積が必要である。もちろん工業や商業でも施設・建物用
地としての土地は必要ではあるが，土地そのものが利益を得る源泉ではな
い。一方で工業や商業では高い収益があるため，土地面積当たりの収益は
農業に比べて大きい。
第３に，作物の栽培管理から収穫まで多様な技術が複合しており，高い
生産性を目指そうとすれば，多くの技術について高い水準を身につけなけ
ればならない。他産業であれば要素技術に分解し，分業により対応するこ
とも可能であるが，農家ではそれらを経営主ないし家族で対応しなければ
ならない。しかもその技術は地域（気候，土壌，習慣），作物等により異な
る部分が多い。
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第４に，農業においては他産業ほどに規模の利益が発揮できない。基本
的に農産物は土地から得られるものであり，技術向上により単収向上や作
業の効率化があるとはいえ，土地に比例したコストがかかり，土地に比例
して収益があがる。規模拡大のために土地を１カ所に集約的に土地を入手
することはできない。また，労働力の面からも規模拡大は難しい。単に土
地だけではなく，多額の機械設備への投資なくして規模拡大はできない。
第５に，多くの生産単位（農家）が分散している。分散は一つの地域（市
町村，集落）に多くの農家があり，更に同じ作目であっても国内の多くの
ところで生産が行われている。
農産物の流通に関しても，多くの生産単位から集めて流通に乗せなければ
ならないことから，流通そのものが複雑かつ長い経路にならざるを得ず，
流通コストが上昇することにもつながる。
第６に，他産業に比べて資本の回転が遅く，資本額に対する利潤が少な
い。低収益・不安定は従来からの農業経営の特徴である。利潤の割合が生
産量や生産物価格によって大きく左右される。戦後は食糧確保の観点から
米価も比較的高めに推移することとなり，１９６１年に制定された農業基本
法は規模拡大，選択的拡大により農家収益の増大を目指した。しかし，他
産業の成長には追いつかず，農家は兼業化へ進まざるをえず，将来に展望
が持てないことから後継者が育たないことにつながった。
最後に，流通に関して，消費者が食料費として支払う金額のうち，農業
の利益は多くて２０％程度であり，残りは流通，加工，販売に要する経費
とそれら部門の利益になる。これは工業製品に比べればはるかに低い（流
通コストの割合が高い）。その理由としては，生産と消費では，場が離れて
いるためである。農産物が広い場所（多くは消費地から離れた場所）で生産
され，生産拠点（農家）が多い。また農産物はその特徴から地域性がある。
農業は人間の生命を維持するのに最も不可欠な産業である。
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２－３ 日本農業の課題と今後の在り方
日本農業の課題としては以下のものがあげられる。
第１に，農業の存在意義に関することである。農家，メーカー，流通業
者，消費者が相互に共通の知識，認識を共有していないことに問題があり，
議論を誘導できるコーディネーター，プロデューサーも不足しているので
ある。
第２に，農業は生命産業であることに対する理解が不足しており，国内
農産物の生産基盤が脆弱である。さらに安全・安心のための仕組み，例え
ば，原料原産地表示，トレーサビリティ等が徹底されていない点にも問題
がある。また，食に対する意識改革，食育の実施が必要である。
第３に，食の安定供給を図る体制が整備されているとはいえない。国内
の農業生産を拡大する必要がある。輸入と備蓄との関係も再検討しなけれ
図表１ 農業と商工業の比較
生産・流通の項目 農 業 商 工 業
生産計画
原則一年１～２回，転作・輪
作が必要
通年・随時生産，１日稼動が
可能
生産拠点 土地，ハウス 工場，店舗
生産・販売対象 動物・植物／生命体
製品，商品，サービス／非生
命体
生産管理 自然環境への依存 人工的制御，科学的管理
保管・流通 鮮度最優先の生産・流通 適時生産・適時販売
生産・流通主体 家族労働，雇用労働 雇用労働
品質管理 多様化，不均一生産 規格・統制化，均一生産
投資／回収 中期～長期 短期～中期
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ばならない。また，地域固有の資源を活用したブランド化の推進，それに
伴う地域活性化が遅れている。
第４に，日本の農業および農村の多面的機能の維持・活用を考えると，
地域での農産物加工・販売の取り組みに，「経営」の意識が不足している
ことである。
第５に，地域農業の再興や日本型農業の模索の点から，自然環境の変動
（天候不順など）に対する農業の対応が不足しており，気候・風土に見合っ
た農業とその技術を追究する必要がある。また，美しい景観，自然環境，
地球環境などの保全，生物多様性の保全に対する理解が必要である。そし
て生産と消費が連動しておらず，循環型や地域社会（コミュニティ）形成
型の農業が求められる。
最後に，地域連携の活性化という観点から，消費者の需要に即した農産
物を安定的に供給する体制ができおらず，地域に根ざした農産物の生産，
品質の向上，生産の安定化が推進，農業の活性化，持続的な循環型社会の
実現への社会的な取組が必要である。
（２） 日本農業の今後の在り方
次に，日本農業の今後の在り方を検討するとすれば，生活者，農産業へ
の変革，産業化とイノベーション，構造改革，農産物流通，産業研究，地
産地消～農業生産の活性化の様々な視点が考えられる。具体的には以下の
通りである。
①生活者を満たす農業
農業が農産業として継続・成長して行くためには，単なる「農」では
なく産業としての農産業の確立が必要不可欠である５）。そのためには，
適正利潤の確保が必要であり，すべての利害関係者（ステークホルダー）
の満足度を高める必要がある。これらを実現させることにより，農産業
を次世代へと継承し，日本の食文化を守り，食の安全・安心（安全な供
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給・食品の安全性）を確立し，生活者に食の豊かさを提供する。
②農から農産業への変革
個々の農民から農業経営者へと変革する仕組みを構築することが重要
である。そのためには，安定収益が確保でき，成長が得られる産業にし
ていかなければならない。生産・加工・流通・販売・消費をバランス良
くコーディネートし，農産物が生活者に届くまでを企画提案することが
農産業の役割である。ビジネスとして魅力ある農産業の確立が求められ
る。
③農業の産業化とイノベーション
農業を他の産業と同様に位置づけ，産業としての農業の発展を目指し
実践する。農産業イノベーションが必要となる。
④農業の構造改革
生産から消費までを農業の使命として捉え，担当（管轄）領域及び責
任範囲を広げて行く。
⑤新たな農産物流通
従来の限られた流通形態だけでなく，農業の流通革命時代に適した農
業者と生活者が様々な流通チャンネルを形成・選択できる仕組みを構築
する。
⑥農産業の研究
持続可能な農産業を実現し，生活者を豊かにするために，また，生活
者の心と満足を得る農産業を継続させるために，我々は役割を果たさな
ければならない。そのためには，社会に貢献すること，ならびに事業と
しての継続性が重要である。農業を人文，社会，自然の科学分野の総合
的な視点から多様に研究していく必要があろう。
⑦地産地消 ～農業生産の活性化
それぞれの地域で収穫した農産物をその地域で消化することを「地産
地消化」という。地産地消としての活動は多様である。スーパーやデパ
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ートなどでの地場農産物コーナー，道の駅などの農産物直売所などが，
それに相当する。これらを通して，一般の人がその地域の農産物を購入
できるようになる。地場農産物を提供するための直売所を設置する。他
にも学校給食での地場農産物の利用や，試食会を開き，生産者と消費者
が意見交換をする機会を設ける。地産地消は地場産業の活性化を促し，
地元の連帯感を強めるのに欠かせない。地産地消の利点としては，
a 近くで収穫されたため，新鮮である。
b 生産地，生産者が明確であり，食材への安心感が高い。
c 消費者のニーズが理解できる。
d コストを抑えられる。小量販売が可能であり，輸送時のコスト
と CO2を削減できる。
e 流通の過程が短いため，産地偽装が起きない。
次に欠点としては，
a 地域の気候などにより生産できる農作物は限られる。
b 安定した供給を受けられる保証はなく，品質管理を行う主体を
明らかにしておく必要がある。
なお，今後，地産外消（当地域の外部や海外での消費拡大），地産来消（当
地域への来訪者を増やすことによる消費拡大）の考え方も重要となる。
２－４ JA の役割と現状
JA（農業協同組合）は，人の和から生まれる助け合いの気持ちを第一に，
地域づくりの一員として活動している６）。事業内容は，「営農・生活指導」
「共済」「経済（販売・購買）」「信用」「厚生・医療」の５つに分類される。
JA グループでは，それぞれの事業を，全国農業協同組合中央会（JA 全中），
全国農業協同組合連合会（JA 全農），全国共済農業協同組合連合会（JA 共
済連），農林中央金庫（農林中金），全国厚生農業協同組合連合会（JA 全厚
連）などが担う。
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JA は日本生活協同組合連合会などとともに日本の協同組合会員組織の
１つである。組合員・役職員は，協同組合運動の基本な定義・価値・原則
にもとづき行動している。
なお，協同組合の起源は，１８４４年に英国に設立された消費組合ロッチ
デール先駆者協同組合とされ，現在，世界最大の非政府組織 (NGO) とな
っている７）。国際協同組合同盟 (ICA) によれば，協同組合の価値とは，自
助，自己責任，民主主義，平等，公正，連帯であり，その実践のために７
つの原則（組合員制，民主的管理，経済的参加，自治と自立，教育・研修および
広報，協同，地域社会／コミュニティへの関与）がある。
しかし，今日，この JA が分岐点に差し掛かっている。
２－５ プロデューサーの役割と能力
プロデューサーの役割は，ビジネスモデルを創ること，物語構築があげ
られる。ビジネスモデルは価値と感動の創造をもたらすシステムであり，
プロデューサーは感動創造者の一人といえる。プロデューサーは，ネット
ワーク創り，および，物語・事例＆モデル創りの実践，および，起業のプ
ロジェクトを設立する為に最も重要となる実施事業に伴う企業・経営理念
の明確化を図る８）。
プロデューサーは，性格の上で相反する立場，思想，体質を併せ持つ。
それは創造者と経営者，いいかえると，クリエーターとマネジャーである。
起業家に求められる資質は熱い情熱やカリスマ性，独創性，ある種の楽天
図表２ JA（農業協同組合）の分類
JA 全中 営農・指導事業。JA の監査，教育指導や農政活動や広報活動を担当する。
JA 全農 販売・購買事業，共同利用施設，農家の土地活用事業を行う。
JA 共済連 共済事業。生命共済，損害共済，年金共済を担当している。
農林中金 信用事業。組合員の貯金から金融サービスを提供している。
JA 全厚連 厚生・医療事業。健康診断や疾病治療，高齢者福祉事などを行う。
成城・経済研究 第２０２号 （２０１３年１２月）
― ―２８８
主義である。一方，経営者には冷静な判断力，管理能力，合理性，緻密な
戦術が要求される。それぞれに求められる資質は異なるのである。一方，
イベント制作に関わるプロデューサーには，事を起こし，実際にそれを運
営することであるため，起業と経営の両面を併せ持つことが要求される。
次に，プロデューサーは，取り扱うプロジェクトに対して高い専門知識，
能力をもつ必要があることは勿論であるが，それだけでなく，プロデュー
サー自身の専門知識，能力をもつ必要がある。プロデューサーに求められ
る能力には，分析力，企画力，概念創造力，表現力，シナリオ（筋書き）
構成力，統率力，演出力などがあげられる。しかし，プロデューサーが当
該能力を全て備えることは容易ではない。
特に，プロデューサーに重要な能力の前提として，直観力（兆しを察す
る力）や洞察力（時を見極める力）が求められる。最終的には，プロデュー
サーとして中核となる資質は，シナリオ構成力（特に予測力）と演出力（特
に調整力）であろう。道がないところに道をつけ，リーダーシップを発揮
する人がプロデューサーである。プロデューサーはプロデュースとマネジ
メントを一体的に行うことを求められ，現場（地域）で発想しながら実践
し，そして分析（思考）枠組みを帰納的に創り出した上で，再び現場で調
整しながら実践するのである。
２－６ アート・プロデュースの枠組みとアグリ・ベンチャーの構造
本稿では，アート・プロデュースという概念を提起したい。欧米では文
化政策を論じる際にアートマネジメントという枠組みが存在するが，アー
ト・プロデュースという表現は見られない。その意味は，実際にアートを
創造する行為は “produce arts”，その成果である作品は “arts production”
と表現されることである。プロデュース (produce) とは，pro (=forward)，
語源として「前に導く」に由来し，製作することを意味する。ここでは，
作品の製作，プロジェクトの遂行という観点を重視し，プロデュース論，
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及びアート・プロデュースを分析枠組みとする。そもそもプロデュースの
主体，客体は以下の通りである。
主体としてのプロデューサーの存在
プロデュースという行為
個々にプロデュースされる客体としての作品
本稿における農業，商工業，プロデュース，マネジメントを対置させた
関係を構造化したものが，図表３である。
農業と商工業，プロデュースとマネジメントを２つずつ組み合わせる
図表３ アグリ・ベンチャーの構造
－農業，商工業，プロデュース，マネジメントの関係－
価格
価値
農業
自然／環境
地域資源／観光／まちづくり 芸術・文化／教育
農業者、農業法人
価値 農産物
地域／
コミュニティ 価格
感動 ????????????
顧客・消費者
?? ??
６次産業化
農商工連携
アグリ・ベンチャ ・ープロデュース
利益
商品
地域ブランド／戦略 再生可能エネルギー
ベンチャー／ソーシャルベンチャー 起業家／企業家／事業家
技術・知識
商工業
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と，４カテゴリーになることが理解できよう。これらの背景には地域・コ
ミュニティ，自然・環境が存在し，最終的には一国，世界につながること
になる。農業と商工業が相互浸透するなかで，すべての人を満足させる評
価尺度は存在しないであろうが，価値の多極性を包括して，価格と対置で
きる仕組み，システムを構築することが重要である。
ビジネス・プロデュースは最初に利益を起点にするのに対して，アート
・プロデュースは最初に感動・価値の創造を起点とする。農業を主体とし
ながら商工業と関係づけ，双方向からの構築，一体化が重要であろう。プ
ロデューサーは感動，価値の創造からはじめ，作品をつくり，商品に近づ
ける。プロデューサーは夢やビジョンをいかに実現可能な形に導くかが手
腕である。
２－７ アグリ・ベンチャーをプロデュースする必要性
今日，私たちに求められていることは，産業の発展段階として歴史的に
農業をとらえるのではなく，現在の産業レベルにおいて農業の位置づけを
新たにとらえなおすことであろう。ひとりひとりの担い手が，工業・商業
（商工業）に関する最新レベルでの情報・技術 (IT) を伴った，生命に関わ
る総合産業としての，新たな農業を創造することこそが重要ではないだろ
うか。新しい農業ビジネス（アグリビジネス，agribusiness）のプロデュース
である。
アグリビジネスとは簡単にいえば，昔からの農業生産の枠にとらわれず
に新しい方法も取り入れる農業のことを指す。本稿では，農業を中核とし
た総合産業の創造をアグリ・ベンチャー (agri-venture) と命名したわけであ
る９）。
最先端技術の導入を積極的に行うことによって，次のようなビジネス分
野が想定される。
第一に，農産物の加工，貯蔵，流通や機具，肥料の製造などの農業，食
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品関係の全般である。第二に，農業用の大型施設や装置，農業用の資材で
ある。第三には，農作物の育種，食品加工，新品種の開発，飼料や農機，
土木事業である。
最先端の技術として，企業によるバイオテクノロジーによる有機農産物
の生産があげられる。これは，食品業界や商社から農業関連産業への新規
参入により実現が可能になる。農業法人の規制緩和により，これらの企業
が新規参入しやすくなったことも一因である。市場が活性化するには，時
間を要するものの，伝統的な農業が最新の農業産業に移行しつつあるのは
確かである。地域の農業の担い手になるための農業者育成や，高付加価値
型農業（地域の農業と連携し，生産と加工，流通業などの融合）の支援などが
行われている。
従来は，農家は全て農協組織を通さなければ，仕入や販売が困難であっ
た。例えば農家で資材（苗，肥料，農薬，農機など）を集める場合，農協を
通して集める以外に方法がなかった。また農作物を生産しても，まず農協
が全部買い取り，農協が流通を決めていた。
しかし，今日，農協を通さずに取引することが可能となり，インターネ
ットなどを利用し，消費者へ直接販売することができることになった。農
産物は，流通でコストがかかる場合がほとんどである。アグリビジネスを
行う場合は，この流通経路を確保しなければならない。
システムや組織において，各部分機能の最適を図ることを部分最適（局
所最適，sub optimization），システム・組織の全体の最適を図ることを全体
最適 (total optimization) という。部分最適と全体最適は，部分と部分が絶
妙な協調関係を保って全体としてのシステムを，環境の変化に対応させな
がら自らを維持，成長をさせる組織やシステムをいかに実現させるかを考
えることでもある。全体最適がなければ部分最適はない。国の場合も同様
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であり，国の GDP（国内総生産）が伸びなければ，国民一人ひとりの豊か
さは縮小する。
農業の世界でも，個々の農家の部分最適はもちろんであるが，最終的に
日本農業の全体最適が重要であろう。
『農業経営者』編集長である昆吉則氏によれば，「農業就業者減少」「高
齢化」「経営規模が小さく競争力がない」等で語られることが多い日本農
業の背景には，農家が貧しくて弱いとの「貧農史観」が現代の農政のなか
にもまだ生きているが，今日，それを外すときにきていると指摘する１０）。
また，同氏は日本の農業海外展開への戦略性がないこと，我が国の農政
は，国内農業保護を優先するあまり，世界の趨勢からは立ち遅れていると
明言する１１）。海外での日本食ブームという日本農業にとってのビジネスチ
ャンスにもかかわらず，その農業政策で自ら海外展開への障壁を作ってい
る。一方，すでに農業にビジネスチャンスを見出せる経営力のある農業経
営者は育っており，さらに農家数は減っても経営者として農業に取り組む
才覚を持つ若者が増えている。経営者自らの努力と彼らに呼応する企業の
取り組みにより，国内農業も輸出も海外農業生産も大きく成長する途上に
ある。
昆氏は２０１０年から「A–1グランプリ」という農業・農村を核とした事
業計画コンテストを開催している。目的は優れた事業計画を表彰し世間に
広報するだけでなく，応募者に各業界との出会いの場（相談会）を提供し，
事業計画のブラッシュアップ，マッチングの場にする。その運営も，行政
主導や補助金に頼るのではなく，国民，産業人が当事者として農業・農村
改革に取り組む姿勢で行っている１２）。
日本においても，農業生産であれ，エンターテインメント農業であれ，
その成功の要因は，経営者の健全な事業欲と経営能力にあろう。
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３． アグリ・ベンチャーの特徴
３－１ ベンチャービジネス
（１） ベンチャーの起源
「ベンチャー」(venture) の言葉は，１９７０年５月に開催された第２回ボス
トンカレッジ・マネジメント・セミナーに参加した通商産業省（当時）の
佃近雄が日本に初めて紹介した。
翌年に刊行された清成忠男・中村秀一郎・平尾光司共著『ベンチャー・
ビジネス 頭脳を売る小さな大企業』（日本経済新聞社，１９７１年）が原点と
もいえる。これに従えば，ベンチャービジネスとは「研究開発集約的，又
はデザイン開発集約的な能力発揮型の創造的新規開発企業」である１３）。
ベンチャービジネスの担い手は企業家（起業家）である。企業家の概念定
義と研究を積極的に行ったのは J. A. シュンペーターである。『経済発展
の理論』（１９１２年）において企業家とは「革新者，新結合を遂行する者」で
ある。P. F. ドラッカーは，１９５０年１月に，シュンペーターに会っている。
MBA 教育で起業家教育のメッカである米国では，この分野でのランキ
ング１位はバブソン大学 Babson College である。１９１９年に起業家ロジャ
ー・バブソンによって創立されたビジネス専攻に特化した私立大学である。
ボストン郊外の閑静な森の中に位置しながらも最新の施設とネット環境を
そなえ，学部，大学院ならびにエグゼクティブ向けに起業家教育を行って
いる１４）。
（２） ベンチャー企業人の資質とインセンティブ
ベンチャー企業にとって必要な人間，起業するに足る能力や素質とは何
か。ベンチャー企業において必須である「夢やロマン」は，成功への戦略
であると言える。「夢やロマン」に支えられた「努力と根性」が実践の原
点である。
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①ビジネスチャンス
優れたアイデアの発掘や創造は，ビジネスチャンスを生み出す。アイ
デアそのものは多数あるが，アイデアを形にし，商品やサービスとして
具体化し，事業化することが重要である。しかも，先駆者優位性を利用
して，市場に十分なシェアを確保し，他の企業を排他できるような障壁
を作って他に追随者を許さない限り，未開拓の市場がそこに存在すると
いうことを他の企業に教えるだけである。
②起業家（企業家）の使命
起業家とは，自己の経験の中で養われた直観力と洞察力により，成長
する市場分野や事業を選定しアイデアを創造する者であるといえよう。
結果として，ベンチャー企業を立ち上げられないのは，自分たちのアイ
デアがいかなる市場を持ち，その市場が成長性を持つかどうかを分析し，
成長に合わせた経営システムをいかに構築していくかという長期的な戦
略を考えていなからである。従って，起業するにあたり，自分の強みと
弱みを再認識し，企業に対して，また社会に対して自分が何をできるの
か，すなわち自己の事業に社会的使命感を持たせることを考えなければ
ならない。
③経営チーム
会社運営のすべてに精通している起業家はまずいない。従って，経営
チームの存在はベンチャー企業にとって重要な意味を持つ。起業時に最
適な経営チームを組む場合には，起業家自身の能力を客観的に認識する
ことと，人との出会いが不可欠である。自己能力の認識は，起業を成功
させるのに不可欠な機能，例えば戦略立案，開発，生産，販売，管理等
のうち，自己の最も得意な分野と不得意な分野を明確にすることといえ
よう。従って，自分の不得意な分野について，それを補う能力を持つ人
材を経営チームに加えることになる。これには，人との出会いに恵まれ
なければならない。しかし，結局これは運不運がつきまとうことになる。
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また，外部取締役，弁護士，会計士・税理士，コンサルタントなど外
部の専門家を利用することにより，能力のギャップを埋めることが可能
である。これらの外部専門家は，経営の成長過程や場面で有効に活用で
きる。
（３） 戦略と市場，競争優位性
事業計画（ビジネスプラン）で最も重要なことは，自社の成長戦略である。
また，アライアンス先（提携先）の企業の候補を挙げておくべきである。
一般的に，ベンチャービジネスの戦略は，大企業に比べ乏しい経営資源の
うち，どこにヒト，モノ，カネをどれだけ投入すべきか，資源配分の問題
である。ベンチャー企業は，潜在的な成長の期待できる市場に参入すべき
である。資源の乏しいベンチャー企業が大企業と正面から競争しても負け
るのが自明の理であり，大企業との競争は回避するべきだからである。従
って，既存の成熟市場に参入するのではなく，成長が期待できる市場に参
入すべきである。
中小企業を経営する上で，特にオンリーワン，ナンバーワンを育てるこ
とが重要である。オンリーワンとナンバーワンは戦略のタイプが異なる。
しかし，この両方が満たされれば最強となる。いかに小さくても１番を創
ることに意義がある。それは地域，商品，顧客いずれでもよい。著名な学
者やコンサルタントが主張する基本戦略をただ模倣することは危険である。
他社と異なることに自社の存在価値を見出そうとしなければならない。選
択できる戦略は無限にある。
一方，ベンチャービジネスは，勝ち残っていくために経営資源の優位性
を高めなければならない。他企業に対して優位性をもつものに特化しなけ
れば，市場で生き残っていくことが難しいからである。特許など法的に保
護された権利を取得するか，簡単には模倣できない独自の技術，ノウハウ
がその中心となる１５）。
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３－２ アグリ・ベンチャー
ベンチャービジネスは全産業を対象とするが，従来，暗黙に商工業を中
心に展開されてきた。今後はこの中に農業，第一産業が中核の一つになっ
てアグリ・ベンチャーとなる。農業は，環境，文化，ビジネス，教育，地
域振興など広範囲に及ぶ課題である。
農産業を通して新しい価値創造を行えるベンチャーを追求していかなけ
ればならない。そのためには，進んでリスクと向かい合い，競争しながら
前進し続けていく，型にはまらない企業でありたい。日本の農業は，高齢
化や耕作放棄地の増大などにより危機に直面している。一方で，近年の食
を取り巻く社会問題の発生は，農産物需要を安全性の高い国産品へ回帰さ
せつつあり，農業はビジネスの視点からも注目されている。
こうした中，地域農業に活力を与え，農業を成長産業へと浮上させる新
たな担い手として，経営感覚に優れた企業の農業参入への期待が高まって
いる。企業にとって農業に参入することにはいかなる意義があるか。それ
は次の４つの内容にまとめられる。
（１） 潜在成長力の向上
これまでの国産農作物は価格競争力で勝る外国産輸入品の前に販売シェ
アを低下させてきたが，近年の外国産の野菜や加工食品で残留農薬問題な
どが発生し，食の安全・安心への関心が高まりを見せている。消費者の意
識変化は農作物の評価尺度を価格ばかりでなく品質や安全性など質的な側
面を重視する方向へとシフトさせ，国産農作物の市場環境は改善されつつ
ある。変わりゆく消費者ニーズに応える商品を提供すれば，農業は成長力
豊かな戦略産業に飛躍する可能性を秘めている。そこでカギとなるのは農
業をビジネスとしてとらえる視点である。企業の持つ資本力，経営力が求
められる。
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（２） 地域貢献度の重要性
農地は食材を提供する機能以外にも洪水防止など環境維持や美しい景観
の提供など多面的な役割を果たしている。耕作放棄地問題でその荒廃が懸
念されるなか，企業が農業に参入することは農地の公益性を守り，地域の
環境を支えることを意味する。また食料自給率の回復の一助にもなり，地
域の雇用・創出できるなど，企業の社会的責任活動として有力な分野とい
える。こうした取り組みは，長期的にみて企業価値を高め，持続的発展の
基盤を築く足がかりとなりえる。
（３） 経営資源の活用
農業経営は農作物を生産するだけでなく，加工・流通・販売分野まで幅
広く関係するため，「販路・技術・施設・機械・人材」など，既存の経営
資源を有効に活用できる可能性がある。例えば，建設業であれば，農地の
耕うんや整地などで重機を活用したり，農家出身の従業員の知識・技術を
各種の農作業に生かすなどが考えられる。
（４） 参入可能性の拡大
一般企業が現在の法人形態のまま農地を借入する場合，これまでは借入
できる農地が市町村による指定区域内に限られ，また，手続きの際に事前
に市町村等との間で協定を締結する必要があった（特定法人貸付事業）。
しかし，２００９（平成２１）年度の農地法改正に伴い，特定法人貸付事業は
廃止されて借入範囲の制限がなくなるとともに，一般農家と同じ手続きで
借入することができるようになり，以前より簡素化された。
特に，アグリ・ベンチャーの目指すものは以下の通りである。
① 農家，メーカー，流通業者及び消費者は農業を共通語（知識，認識）
で議論し，議論を誘導できるコーディネーター，プロデューサーらの人
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材を育成する。
② 農業の生産性，効率性重視を反省し，農業に対する理解の浸透（グリ
ーンツーリズム），国内農産物生産基盤の充実を図る。また，生命産業と
しての食に対する意識の改革，および食育の実施，安心安全のための仕
組み作り（原料原産地表示，トレーサビリティ等）を行う。
③ 食の安全保証から期待される農業を確立する。また，食の安定供給を
図っていくためには，国内の農業生産の拡大を基本として，これと輸入
と備蓄とを適正に組み合わせる。
④ 日本の農業および農村の多面的機能の維持・活用し，地域での農産物
加工・販売やふれあい型農業としての取り組みには，農家レベルでも，
地域レベルでも，一体になり「経営する」という意識の下で行うことが
重要である。
⑤ 適地適作により地域農業を再興し，日本型農業を確立する。また，「複
合型経営」を行うことによる天候不順などに極端な不作の回避を図ると
ともに，気候・風土に見合った作付けを行うことにより収量の向上・品
質の向上を図る。また，生産と消費が連動した循環型かつ地域社会形成
型の農業を実現させ，美しい自然環境，地球環境および生物多様性を保
全する。
⑥ 地域に根ざした農産物生産計画作りや品質の向上，生産の安定化を推
進し，食の安全への関心の高まりや消費者の需要に即した農産物を安定
供給する。農業の活性化と共に，持続的な循環型社会実現のために社会
的取組を推進し，多面的な連携を図る。
⑦ 農業と商工業，営利と非営利，理論と実践，実験室と現場（農地）と
いうある意味で対極的な要素を高い次元で融合する。例えば，商工業で
は一般的な経営の視点であるマネジメント，マーケティング，IT の理
論と技法を農業に活用する。商品規格，価格，数量，費用を計算し正確
に管理する。仕事のプロセスを「見える化」し，中核農業の育成や地域
アグリ・ベンチャー論の試み
― ―２９９
リーダーを典型とする人材育成，農業に関するコミュニティの育成，産
地間協力を実践する。様々な視点から農業の可能性を引き出すことが重
要である。
３－３ 事業計画と行動計画の意味
商工業に限らず，農業についても事業をはじめるあたり，事業計画を作
成する。その事業計画を明確に書面にしたものが事業計画（ビジネスプラ
ン）である。それを，絶えずより現実的で実現可能なものに修正していく
ことが必要である。このビジネスプランによって，投資家は投資の決定を
する際の重要な判定要素とする１６）。
一方，戦略や改革の具体的な施策を行動計画（アクションプラン）という。
一般に，３年程度の中期計画と数ヶ月程度の短期実行計画の２種類を用意
する。中期計画は，施策の優先順位をもとに，手順と内容の展開を設定し
た全体計画（マスタープラン）である。一方，短期実行計画は，当面数ヶ月
程度の具体的な作業レベルの行動を明示する。
（１） 事業計画の構成
計画そのものは，次の６W２H を意識しながら作成すると，イメージ
が明確になる。
Why この事業展開をする理由
What 売るもの（具体的な商品やサービスの中身）
Where ターゲット市場
Whom ターゲット顧客
When 人，物，金の投入タイミング
Who 能力・経験をもった人材の確保
How to 販売方法（競争優位性や独自性）
How Much 必要資金額
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事業をはじめるあたり，事業計画を作成する。その事業計画を明確に書
面にしたものがビジネスプランである。具体的には，およそ以下の構成が
例示できる１７）。
①事業の概要 ②ターゲット市場の規模 ③市場の参入採算性
④自社技術の競争優位性 ⑤販売戦略 ⑥販売予測
⑦他社との競合の状況 ⑧経営チームの紹介
⑨財務・資金繰り（損益計算書，貸借対照表，キャッシュフローの予測）
⑩資本政策
（２） 出口戦略
中小企業の現場で聞かれる質問は，「どのように販路を拡大すればよい
か」「具体的な販売先がどこか」である。
結局，先に技術ありき，シーズありきで開発すると，モノとしては立派
でも，ユーザーという存在のことを考慮しない状況が起きる。最初に，作
ったあとでどのように販売していくのか，営業を想定した仮説を立てるべ
きである。すなわち，仮説に基づいた販売戦略，いわゆる出口戦略を確立
していることが重要である。
これまで，商品開発を見直したり，商品改良を実施したりすることによ
り，失敗をせずにその後の販路開拓をスムーズに進めることができるケー
スが多い。もちろん，既に商品開発を終えてしまった場合は，商品改良が
必要な場合は見直したり，販売計画の修正を行ったりもするが，明らかに
先に行った方が効率的であろう。
（３） ネットワーク構築
ビジネスは，究極のところ異分野の人々相互の出会いに尽きる。人々の
出会いは単純な彼らの総和ではなく，単体の性質を超えた化合であり，異
次元のものを創造する原点である。縁を結び，縁を尊び，縁に随うことに
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より，人を感動させる価値の創造および提供がなされる，そしてプラス α
としていかなる価値を加えるかが重要である。
独立・起業する人，会社でキャリアを築こうと考える人には，「ネット
ワーク構築力」が重要になる。ただし，ネットワークを広げていくために，
「人脈を作る」よりも，むしろ，自分自身に魅力，価値をもつことが必要
である。「魅力」とは，仕事上で何らかのメリットを期待でき，仕事の中
で相互にシナジーを発揮できるような，明確な価値を持っていること，と
いえよう。
組織やネットワークを広げていく時に自分自身の人間性が試される。
「インサイドアウト」，まず自分自身の人格を磨き，やがて自分の影響力の
輪が広がると，自分の人格に相応した人間関係が築かれる。ネットワーク
はやがて人脈になり得る１８）。
自分自身のポリシーや価値観を明確にし，自分自身のあり方やこだわり
を，突き詰める。次に，それらを開示することである。優れたコンテンツ
が相手に開示されなければ伝わらない。
企業には４つの資本が存在するといわれる。「人的資本」（人材），「経済
資本」（資金），「文化資本」（風土），「社会的資本」（人間関係）である。特
に，この社会的資本が企業の大きなテーマとされ，ビジネス上の人脈，レ
ピュテーション（社会的信任，評価），コミュニティなどの，従来数字では
計上されなかったソーシャルネットワークの要素が重要な役割を果たす。
３－４ アグリ・ベンチャーの問題点
ここでは，アグリ・ベンチャーを起業した場合に想定される問題を明ら
かにしたい。
（１） 中小企業の意義と限界
中小企業，ベンチャー企業の経営資源は有限である。農業は環境，文化，
ビジネス，教育，地域振興などなど多岐にわたる課題をもっており，それ
成城・経済研究 第２０２号 （２０１３年１２月）
― ―３０２
を解決するためには，最初に取捨選択する作業が必要である。誰にでも普
遍的なビジネスモデルよりは，少人数でも深く届くモデルの方がよいと思
われる。
（２） 海外の先進的農業モデルの研究
今後の日本農業には，科学技術を駆使した農業ビジネスの創造（植物工
場など），輸出の促進，若手農家の研修制度（国内外），海外農場への進出
支援などが重要となろう。そのためには，日本は，海外の農業事情を調査
し，先進的なモデルがあれば積極的に取り入れることが重要である。
例えば，オランダでは世界最強の農業国といわれる通り，「小さくても
世界で稼げる農業」を実践してきた。その成長を支えてきたのは，パイオ
ニア精神を持ってグローバルなプロジェクトを行なう優れた起業家たちで
ある。そこでは，生産者の販売および顧客の購入後，食卓に登るまで一貫
してその商品に対する物語が共有されている。また，デンマークでは，農
業は国内外に食料供給する役割を担うほか，農地や家畜のふん尿，麦わら
などを活用し，再生可能エネルギーも供給している。日本の農業が海外に
学ぶことは多い１９）。
４． 農商工連携とアグリ・ベンチャー・プロデュース
４－１ 農商工連携の定義と概要
「農林漁業者と商工業者等が通常の商取引関係を超えて協力し，お互い
の強みを活かして売れる新商品・新サービスの開発，生産等を行い，需要
の開拓を行うこと」である。これまで農林漁業者だけ，商工業等を営む中
小企業者だけでは開発・生産することが難しかった商品・サービスを両者
が協力し合うことで創り出し，市場で販売していくことで，売上げや利益
の増加を目指そうとする取り組みといえる２０）。
２００８（平成２０）年の７月２１日に「農商工等連携促進法」が施行された。
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この法律は，「農商工連携」に取り組もうとする人の事業計画を国が認定
し，認定された計画に基づいて事業を実施する人を各種支援策でサポート
するものである。
４－２ 農商工連携と６次産業化およびその相違点
２０１１（平成２３）年３月１日，「地域資源を活用した農林漁業者等による
新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（６次産業
化法）が施行された。これは，農山漁村の６次産業化（１次／２次／３次，一
体的に産業を行う）を促進するため，農林漁業者等による農林水産物及びそ
の副産物（バイオマス等）の生産及びその加工又は販売を一体的に行う取
組等を創出することを目的とした法律である２１）。
「農商工等連携支援」と「６次産業化支援」は，認定スキーム，事業計
画様式，指導人材の確保方法，発掘のノウハウ，等々においては同じであ
る。しかし，一方，両者の相違点も見逃せない。
事業者にとっては両者の使い分けが重要である。施策の目的や支援の方
法論，認定を受けて支援を受ける枠組み，人・金・販売サービスでの支援
を受けること等共通点が多い。
相違点は大きく２点である。第一は，「６次産業化支援」が農林水産業
者を支援対象とするのに対して，「農商工等連携支援」は商工業者と農林
水産業者の連携体を支援対象とすることである。第二は，ハード（設備等）
に対する補助金の有無である。６次化はハードとソフト（試作開発・販路開
拓等）両面に補助金があり，農商工連携は基本的にソフト補助金のみであ
る。
また，６次産業化支援には，都市計画法・農地法の特例があることも，
一部の農業生産法人等にとっては，重要なトピックといえる。
経済産業省と農林水産省が関わる「農商工等連携支援」と「６次産業化
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支援」は，認定スキーム，事業計画様式，指導人材の確保方法，発掘のノ
ウハウ，等々において共通点が多い。ただし，注意すべきは，農商工連携
／６次産業化における産業間の有機的結合だけでは不十分である点である。
農商工にその地域独自の文化・芸術をつなげなければ，受け手の琴線には
触れない。永続的な独自性は文化・芸術にこそ宿る。
４－３ 農商工連携の位置付けと目標－厚木市の場合－
農商工連携は各地域によって，その位置づけと目標は異なる。ここでは
神奈川県厚木市の場合について整理したい２２）。
地域産業と地域文化について，例えば①地理 ②地勢 ③歴史 ④神社
・旧跡 ⑤文化財 ⑥景観・街並み ⑦年中行事等は，市，商工会議所，
郷土資料館，観光協会等での情報を通して概要を理解することができる。
厚木市の場合，２００９（平成２１）年度の「地域資源∞全国展開プロジェク
ト」で七沢温泉における新観光・特産品開発事業を実施，Ｂ級グルメ全国
大会開催，飯山地区の観光活性化等，地域内農商工連携案件の候補となる
案件が出始めている。会議所内の部会でも横串を通すことで新たに地域活
性化や新産業の創出が図れる可能性は大きい。しかし，これを意識的に活
用する事業者や，１次，２次または３次産業を結びつける支援人材が不足
している。そこで，農商工連携事業推進を強化し，まずは厚木地域を中心
とした農商工連携案件の掘り出しとその事業化支援や，また首都圏と地方
を結ぶネットワーク作りを通じて，農商工連携事業の案件支援を強化する
ため，本研修にて，個人能力の向上と人脈作りの拡大を行った。
４－４ 近郊都市の農商工連携－厚木農商工コラボレーション研究会－
２０１１年度から継続している厚木農商工連携事業を受けて，さらに日本
商工会議所が実施している２０１２（平成２４）年度の「地域力活用新事業∞全
国展開プロジェクト」（前出）に沿いながら，厚木商工会議所が中心とな
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って，２０１２年度（２０１２年４月～２０１３年３月）に厚木農商工コラボレーショ
ン研究会が発足した。筆者は当研究会の委員長を務めた。
当研究会では「厚木の資源を活用した街づくり」という視点から農商工
連携をテーマに各メンバーの経営資源の活かし方，特産品開発，全国展開
を目標とした販売戦略などについて研究することにより，厚木ブランドを
浸透するビジネスモデルを考察する２３）。
変革のスピードが加速する経済社会において自然環境や地域コミュニテ
ィとの調和を図りながら厚木の文化・伝統を継承しつつ，時代の変革に対
応できる柔軟性を備えた企業経営のあり方に「発見」を見出せる場を提供
すると共に会員相互の資質向上と融和及び研鑚を図るのである。研究会の
主な活動内容は以下の通りであった。
① 厚木の地域資源（農産物等）を基にした商品開発や自然環境の掘り
起こし。
② 厚木ブランド力の強化策の検討。
③ 厚木独自の地域活性化策の検討並びに推進。
④ 必要に応じた個別の農商工連携事業計画の申請並びに策定。
⑤ 地域力活用新事業∞全国展開プロジェクトの事業運営（分科会設置）。
⑥ その他，農商工連携に関わる必要な事項の検討・調整。
つまり，厚木市にある地域資源を融合し，その町にしかない特別な魅力
を創出すること，地域資源，観光資源を活かし，個々のブランド産品（点
としてのモノ）はもちろん，それだけでなくツーリズム，イベントなど（線，
面としてのコト）に結び付け，総合的な厚木ブランドを創造すること，そ
して，厚木市を様々な視点からプロデュースすることを検討することを目
的とするものであった。
実際に，２０１２年度末の時点では，牛乳宅配モデルを活用した津久井在
来大豆の健康機能食品の研究・開発が進められた。具体的な開発商品とし
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ては，大豆を使用したケーキ，ビスケット，プリン，豆腐，味噌，麺など
がある。筆者は特に，厚木ブランドの課題と展望を高付加価値化戦略の視
点から検証した２４）。
２０１３年１月，これらの完成した新商品の試食会が開催された。新たに
誕生したのは，同地区で収穫された農産物を活用した酒類や洋菓子などで
ある。米を使用した「どぶろく」，芋焼酎，かぼすを使ったビールである。
また同研究会の分科会が開発した，厚木産の津久井在来大豆を使用した商
品である。
次いで同年２月に，ギフトショー（東京ビッグサイト）ならびに『feel
NIPPON 春 2013』に，上記の商品が出展参加した２５）。参加企業はソイコ
ム（株）・扇や製麺店・お菓子工房サラ・山形屋・味噌工房なずな・三橋豆
腐店・黄金井酒造（株）・NPO 里山ネットである。
地域資源，観光資源を活かし，個々のブランド産品（点としてもモノ）を
単品で販売するだけでなく，ツーリズム，イベントなど（線，面としてのコ
ト）に結び付けて販売する，総合的な厚木ブランドを創造することが重要
であろう。厚木に関する経営資源を相互に組み合わせてすべて投入する。
それらを通して，高付加価値創造は可能になると考えられる。
例えば，ハム，地ビール＆エール，シロコロ・ホルモン，とん漬，鮎，
味噌，豆腐などを利用した料理，かぼすゼリー，せんべい，果物などを楽
しむ日帰りツアー，宿泊プランを考案し，それらブランド産品を組み込み，
七沢などの森林セラピー，体験ツアー，河川を利用したバーベキューハイ
クなど，例えば，「森と川，バーベキューの街 厚木総合ブランド」を検
討するのである。
地域資源，観光資源を活かし，個々のブランド産品（点としてもモノ）を
ツーリズム，イベントなど（線，面としてのコト）に結び付け，厚木に関す
る経営資源を相互に組み合わせてすべて投入し，総合的な厚木ブランドを
創造すること，高付加価値化戦略が重要ではないか。伝統と革新が共存す
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る，厚木市を様々なモノ・コトのコラボレーションからプロデュースする
ことを提案したい。
５． アグリ・ベンチャー・プロデュースの事例
本節では、前章でとり上げたアグリ・ベンチャーの挑戦として、２社の
取組み事例と、近郊都市での農商工連携としての厚木農商工連携を紹介す
る。
（１） 発信型アンテナショップ：はらじゅく畑
株式会社はらじゅく畑（東京都渋谷区，代表取締役 林菜美子）は「都会と
田舎を結ぶ」ことをコンセプトに，日本全国の美味しい物や人，文化など
を発信するために２０１１年２月に設立された２６）。元来は母親（林貴美子）が
東京の原宿で始めた店舗であるが，地方と都市を結ぶ店にすることを標榜
し，北海道から九州まで全国各地の名物を厳選した食のセレクトショップ
となった。今後，当該会社は事業を拡大させ，「はらじゅく畑」がメディ
アとなり日本各地と都市とのコミュニケーションを世界中に発信する発信
型のアンテナショップを目指し，地方企業や農家が東京で活躍できる場を
増やす支援を行っている。はらじゅく畑の業務内容は以下の通りである。
・食品，民芸品等郷土特産品，観光みやげ物の展示・即売会の企画，運
営および販売，それら関連のコンサルティング
・自治体，企業のアンテナショップの運営代行および運営に関するコン
サルティング
・観光，旅行に関する企画，情報収集・情報提供サービスおよびコンサ
ルティング
・地方観光客誘致の企画およびコンサルティング
・広告宣伝に関する企画・制作および代理店業務
・アーティスト，タレントスタッフ等の養成およびマネージメントなら
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びにプロモート業務
（２） LED 農園
西松建設株式会社（東京都港区，代表取締役社長近藤晴貞）と玉川大学（東
京都町田市，理事長・学長小原芳明）は，企業のビジネスノウハウと大学の
研究成果による産学事業を創出するため，「食の安心・安全」に対する消
費者ニーズに応える新たな農業ビジネスモデルを構築し，東日本大震災に
おける被災地の産業復興策として，また農業を中心とした地域活性策とし
て，広く国内外に提案・実現する「産学連携に関する協定書」を締結した
２７）。その内容は以下の通りである。
（ａ）知的財産，人的資産及び物的資産の活用
玉川大学農学部の渡邊博之教授は，既に「ダイレクト冷却式ハイパワー
LED」による植物水耕栽培システムの開発に成功した。西松建設株式会
社は，その栽培システムを取り入れた Sci Tech Farm（LED 農園）の事業
化を目指し，共同研究・開発に着手した。また，玉川大学校内に完成予定
の「Sci Tech Farm TN Produce」(TN: TAMAGAWA-NISHIMATSU) におい
て研究・開発を実施する。この施設は太陽光発電システムを備えた地上２
階建で，リーフレタスやハーブ類の日産３，９００株を可能にする構造規模で
ある。今回の植物水耕栽培システムで使用する「ダイレクト冷却式ハイパ
ワー LED」は，従来にない LED チップの冷却方式を採用しており，現
在特許出願中である。
（ｂ）共同で実施する事業内容
本施設では LED のみを主光源とすることで，植物の種類に応じ，生育
に最適な波長の光環境設定を行うことができ，加えて「ダイレクト冷却式
ハイパワー LED」の採用による LED 環境の安定化により，消費者ニー
ズに対応した高付加価値な作物を省エネで効率的かつ計画的に生産するこ
とを実現する。これを収益構造の柱として，収益性における課題の解消を
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目指す。
（ｃ）農業ビジネスの新規事業開発計画
植物工場は，２０１２年９月に工場が完成する。１０月にリーフレタスの日
産６００株システムの稼働からスタートし，２年後（２０１４年９月頃予定）の第
２段階では，生産設備を増設し，レタス以外の作物も生産可能な日産３，９００
株システムを稼働させる予定である。そして最終的な量産体制の実証工程
を経て，生産性と高品質化を両立させた収益性の高い事業化モデルを確立
し，多方面への提供を目指す。
LED 農園 (SciTech Farm) では，量産体制の実証プロセスを経て，生産
性と高品質化を両立させた収益性の高い事業化モデルを確立し，新しい農
業の提案を目指す。当該農園で栽培されたリーフレタスは２０１３年２月よ
り Odakyu OX（小田急商事株式会社）の１８店舗で販売されている。
６． 結び アグリ・ベンチャーのプロデュース＆マネジメントへ
の期待
本稿では，日本の現状と課題をふまえ，特に農業を産業として確立すべ
く，アグリ・ベンチャーをプロデュースすることを目指した。厳しい情勢
のなか，日本農業には新たな産業化の可能性を追求する余地がある。農産
物の流通開発事業，消費者に対する直販事業など農業に商機を見出してい
る。独自の販路開拓や知識の蓄積，農家に代わる市場や企業・法人などの
顧客の対象を探ることにより新たなビジネスモデル，価値創造が可能とな
る。そしてそれらを解決することにともなう価値創造，感動創造はひじょ
うに大きいものと思われる。我が国が TPP に参加するか否かに関わらず，
農業の自立，価値創造を高めることが重要なのである。
プロデューサーの役割として，ネットワーク創り，ビジネスモデルを創
ること，物語構築があげられる。ビジネスモデルは価値と感動の創造をも
たらすシステムであり，プロデューサーは感動創造者の一人といえる。
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今日，私たちに求められていることは，産業の発展段階として歴史的に
農業をとらえるのではなく，現在の産業レベルにおいて農業の位置づけを
新たにとらえなおすことである。ひとりひとりの担い手が，工業・商業
（商工業）に関する最新レベルでの情報・技術 (IT) を伴った，生命に関わ
る総合産業としての，新たな農業を創造することが重要である。すなわち，
新しい農業ビジネス（アグリビジネス）のプロデュースである。
最先端技術の導入を積極的に行うことによって，農産物の加工，貯蔵，
流通や機具，肥料の製造などの農業，食品関係の全般，農業用の大型施設
や装置，農業用の資材，農作物の育種，食品加工，新品種の開発，飼料や
農機，土木事業などのビジネス分野があり得るのである。
農業は一次産業的な要素から三次産業までを包含する６次産業である。
地域産業，連携が重要であることは言うまでもないが，さらに地域産業と
地域文化（伝統文化を含む）の持続的かつ総合的な再創造を行うことが緊要
であると考えられる。伝統と革新が共存する日本を創る一歩を踏み出す必
要があろう。特に，アグリ・ベンチャーの目指すものは様々である。農業
を魅力的な業種にすることが重要であろう。
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